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資料３６－（３） 

 

政策委員会の活動状況 

 
平成２６年８月２７日 

地震調査研究推進本部 

政 策 委 員 会 

 

平成 25 年８月 28 日の第 35 回本部会議以降、これまでの政策委員会及び政策委員

会の下の部回の活動状況は以下の通り（別添：政策委員会構成員）。 

 

１．地震本部の成果の普及方策について 

 

地震調査研究の成果を着実に国民や地方公共団体等の防災・減災対策等に繋げ

ていくため、その効果的な普及方策等を示す「地震調査研究推進本部の成果の効

果的な普及方策について」を総合部会及び第 46 回政策委員会において審議し、平

成 26 年 3 月に決定した。また、総合部会において、今後の効果的な普及方策につ

いて検討を行い、パンフレットや動画の作成、シンポジウムの開催等を決定し、

第 46 回政策委員会でも具体的な方針を審議した。さらに「パンフレット・副教材

ＷＧ」等で詳細を検討のうえ、上記事業を行った。 

 

２．新たな調査観測計画の策定について 

  

  地震本部が推進する施策の方針を示した新総合基本施策が東日本大震災を踏まえ

改訂されたことから、調査観測計画についても平成25年３月から15回にわたって、

調査観測計画部会において審議を行った。関係部会等からヒアリングを実施したほ

か、計画案についてはパブリックコメントを実施したうえで、平成 26 年７月 25 日

に部会決定された。さらに第47回政策委員会において審議され承認された。 

 

３．平成 27 年度の地震調査研究予算概算要求の調整について 
 

総合部会においては、関係行政機関等の地震に関する調査研究予算等の事務の

調整を行っており、「地震調査研究推進本部における予算等の事務の調整の進め

方について」に基づき、調整を行った。 

まず、第44 回会合において、地震調査研究の現状及び平成27年度以降における

基本構想等について、関係行政機関等を対象にヒアリングを行うとともに、第45回

会合において、関係行政機関等の取組及び各施策の評価を取りまとめた。この議論

を踏まえ、総合部会は、「平成27年度の地震調査研究関係予算要求に反映すべき事

項について」を取りまとめ、関係行政機関等に対して通知した。さらに、第46回会

合において、関係行政機関等を対象に、「反映すべき事項」を踏まえた概算要求内

容についてヒアリングを行い、これらを踏まえ、第 47 回会合において、平成 27 年

度の地震調査研究関係予算概算要求について議論し、総合部会における予算事務の

一連の調整結果を取りまとめた。この取りまとめ結果については、第47回政策委員

会において承認された。 
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表 最近の政策委員会の開催状況 

 

開 催 年 月 日 回 議題 

平成２６年 ３月 ４日 第４６回 （１）地震調査研究推進本部の成果普及展開事

業について 

（２）地震調査研究推進本部の成果の効果的な

普及方策について 

（３）災害の軽減に貢献するための地震火山観

測研究計画の推進について（報告） 

（４）相模トラフで発生する地震の長期評価に

ついて 

      ８月２５日 第４７回 （１）総合部会の活動状況 

（２）調査観測計画部会の活動状況 

（３）地震調査委員会の活動状況 

（４）地震に関する総合的な調査観測計画につ

いて 

（５）平成２７年度地震調査研究関係予算概算

要求について 

 ※第４６回は総合部会と合同開催 
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地震調査研究推進本部政策委員会構成員 
 

（委員長）   

  中 島 正 愛 京都大学防災研究所教授 

（委員長代理） 

  吉 井 博 明 元東京経済大学コミュニケーション学部教授 

（委 員）   

天 野 玲 子 鹿島建設株式会社知的財産部専任役 

川 勝 平 太 静岡県知事 

  河 田 惠 昭 関西大学社会安全研究センター長 

  国 崎 信 江 危機管理アドバイザー 

  小 平 秀 一  独立行政法人海洋研究開発機構 

           地震津波海域観測研究開発センター研究開発センター長 

  髙 木 靱 生 科学技術ジャーナリスト 

田 村 圭 子 国立大学法人新潟大学危機監理本部危機管理室教授 

  中 林 一 樹 明治大学大学院政治経済学研究科特任教授 

  長谷川   昭 国立大学法人東北大学名誉教授 

  久 元 喜 造  神戸市長 

  平 田   直 国立大学法人東京大学地震研究所教授 

  平 原 和 朗 国立大学法人京都大学大学院理学研究科教授 

本 藏 義 守 国立大学法人東京工業大学名誉教授 

（地震調査委員会委員長） 

  高見澤 將 林 内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当） 

  日 原 洋 文 内閣府政策統括官（防災担当） 

  市 橋 保 彦 消防庁次長 

  田 中   敏 文部科学省研究開発局長 

  片 瀬 裕 文 経済産業省産業技術環境局長 

  池 内 幸 司 国土交通省水管理・国土保全局長 

（常時出席者）   

  西 出 則 武 気象庁長官 

  小 池   剛 国土地理院長 

 

別添 


